諮　問　理　由

１　特別職の給料等の額については、従来から、特別職報酬等審議会において、職務と責任の度合い及び社会的地位、一般職の職員の給与改定の状況、他の地方公共団体の特別職の給料等の額との均衡などを考慮しながら、社会経済情勢の変化に応じて、適時適切に改定すべきものとの考え方が示されている。

しかしながら、本府特別職の給料等の額については、平成７年1月に阪神淡路大震災が発生し府域にも大きな被害が生じたこと、また、平成8年1月には行政改革大綱を策定し行財政改革の取組を行ってきたことなどの事情から、平成４年度以降、本審議会に諮問していないという状況が続いている。

２　本府の特別職給料等に関する前回改定（平成4年4月1日）以降の諸情勢の変化は次のとおりである。

（１）一般職の職員の給料月額については、平成4年度から平成11年度までで、９．８％の引き上げが行われているが、平成12年度、13年度は据え置かれ、逆に、平成14年度、15年度は2年連続で引き下げが行われた結果、この12年間では６．４％の引き上げとなっている。

（２）都道府県・政令指定都市においては、平成4年4月以降、本府を除き全ての団体で改定が行われている。

（３）内閣総理大臣及び国務大臣等の俸給月額については、平成4年度から平成10年度までで、９．０％～９．４％の引き上げが行われているが、平成11年度以降3年間据え置かれ、逆に、平成14年度、15年度は2年連続で引き下げが行われた結果、この12年間では５．３～５．６％の引き上げとなっている。

（４）大阪市内の消費者物価指数については、平成４年から平成10年までで、

８．３％上昇しているが、平成11年以降、５年連続で下落した結果、この12年間では５．５％の上昇となっている。

３　特別職の調整手当については、本府の知事、副知事及び出納長等の常勤の特別職の職員には、給料のほか、一般職の職員に準じ、従来から、条例の定めるところにより給料の１０％の調整手当が支給されており、この点は国も同様である。一方で、他県においては、一般職には調整手当を支給しているが特別職には調整手当を支給していない例もあり、府民から見て、わかりにくいとの指摘もあることから、調整手当の支給のあり方について検討する必要がある。

４　以上のことから、特別職の給料等の額の改定の必要性等及び調整手当の支給のあり方について検討する必要があると思われるので、本審議会に諮問するものである。

